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研究成果の概要（和文）：日本ではチャイルドシート義務化から16年、ガイドライン・母子健康手帳での啓発後
5年を経ても使用率は約6割と低く、誤使用も多い。チャイルドシートを準備する妊婦用の動画教材は、①安心し
て視聴できる、②子どもの成長を見通して選べる、③年齢や体格に合った正しい使用方法が理解できることが必
要である。特に、シートを後向きから前向きに変える年齢や体格について最新のエビデンスに基づく情報提供が
必要である。

研究成果の概要（英文）：In Japan, child seat use rate does not improve over 16 years from the　
legislation．We should develop the audiovisual educational program for pregnant women and their 
family to prepare child seat：① no mental harm for pregnant women, ② choice child seat while 
predicting growth of children, ③ understand the correct use suitable age or bodyweight. In 
particular, we should provide the latest evidence-based information about seat change age or 
bodyweight from backward to forward.

研究分野： 医歯薬学

キーワード： 妊婦　乳幼児　シートベルト　チャイルドシート　安全教育　低速衝突体験装置　ウェブ動画配信　交
通事故
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 学術的背景 
日本の交通事故死者数は 10 年連続で減少

しており、その要因のひとつに「シート  
ベルト着用率向上」があげられている  
（内閣府 平成 22 年版交通安全白書）。日本 
では、依然として妊婦は法律上の例外規定で
ベルト着用義務が免除されているが、産婦人
科診療ガイドラインに、「妊婦にシート  
ベルト着用を推奨する」と明記された（日本
産科婦人科学会/日本産婦人科医会 2008）。
母子健康手帳にも 2009 年「妊婦のシート 
ベルト着用法」2011 年「正しいチャイルド
シートの使い方」が任意記載事項となった。 
妊産婦と家族が正しくシートベルトと 

チャイルドシートを着用することは、着用者
自身だけでなく、胎児・乳幼児の命を守る 
安全行動である。 
1985 年に比べて乗用車の世帯保有数は 

6 割から 8 割、複数保有率 2 割から 4 割と  
増えていることから、大多数の母児が   
乗車していることが推察される（日本自動車
工業会 2012）。親世代よりもさらに車利用が
増えており、安全教育プログラムを構築する
意義は高い。 
 
(2) 妊婦の全席シートベルト着用に関する

研究動向 
警察庁/日本自動車連盟（JAF)合同調査

（2011）によると、一般乗員の後席着用率は
高速道路64％、一般道33％と低い。我々が  
妊婦644名に行った先行調査では、運転席99％、 
助手席90％に対し、後席17％と極めて低率 
であった（中嶋ら 2012）。後席非着用者の  
前方放出で前席乗員の死傷率が増加するため
（市川 2002）、 欧米諸国の多くは妊婦も例外
なく車内全席のベルト着用を義務化している。 
米国産婦人科医会（ACOG）は、1988年に妊婦
の着用を勧告し、妊婦教育用パンフレットを
作成している。しかし、妊婦用Web動画教材を
独自で開発し、その教育介入の効果をランダ
ム化比較試験（RCT）で検証した研究は国内外
に見当たらない（中嶋ら 2008, 山田ら 2013）。 
 
我々が先行研究で開発した妊婦用Web動画

教材の効果について発表した。 
［中嶋ら 2013、雑誌論文②、学会①、報道］ 
「大切な母子の命を守るために 
 妊婦さんの安全なシートベルト着用 
について」 
http://ninpu-driving.com/ 
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 (3) チャイルドシート使用に関する   

研究動向 
米国では1978年頃から州毎に着用が義務化

され、近年の着用率は 0～3歳 9割以上と高率
である（土屋ら 2007）。米国小児科学会（AAP）
は、同乗する子どもの安全（Child Passenger 
Safety：CPS）の概念を導入して保護者への 
教育成果をあげている（椿ら 2013）。 

日本では、2008 年に普及冊子「車での     
安全な移動について－子どもの場合」を作成
して CPS の重要性を提言した。しかし、      
チャイルドシート義務化後 12 年経ても、    
使用率は約 6 割、誤使用も多く、正しい      
使用者は 3割強に過ぎない（警察庁/JAF 合同
調査 2012）。0 歳児の死因第 3 位は「不慮の  
事故」であり、内訳は「交通事故」が最も     
多い（厚生統計協会 2011）。2012 年 7 月、    
チャイルドシートの安全基準が、国際水準に
完全適用となり、国際標準化機構 ISOFIX 方式
でシートの取付けと固定が容易になる。    
この時期の動画教材の需要は高いと考える。 
 
 

椿 知恵、中嶋有加里、山田加奈子、 
町浦美智子. 欧米の医療分野における
乳幼児用チャイルドシート着用教育と
その効果に関する文献検討、大阪府立 
大学看護学部紀要、19（1）、2013、 
査読有、pp.81‐86 

 
 



２．研究の目的 

妊産婦と家族が妊婦のシートベルト    
着用法とチャイルドシート使用法を習得し、
同乗する胎児・乳幼児の安全（CPS）に      
対する意識向上を目指した教育プログラム
を構築することである。 
 

３．研究の方法 

チャイルドシートは年齢体格に合わせた
シートの選択、シートの向き、設置位置、   
設置方法が複雑である。中でも、シートの  
向きをいつ後ろ向きから前向きに変えて  
よいかの判断は容易ではなく、様々な情報
（誤ったものも含めて）が流布されている。  
日本小児科学会は 2008 年に米国小児科学会
のガイドラインをベースに、チャイルド   
シートの正しい選び方、使い方についての 
提言を行い、その中で「1 歳を過ぎ、かつ   
体重が 10 ㎏を超えるまで」後ろ向きに    
乗せるべきであると明言している（衞藤ら
2008）。      
一方、米国小児科学会が 2011 年に改定   

したガイドラインでは「2 歳に達するか、   
または体格がシートの規定を超えるまで」 
後ろ向きにすべきであると述べている
（Durbin DR 2011, Henary B 2007）。これら
の情報が正しく乳幼児の保護者に伝わって
いるか、疑問である。 
 
本調査ではグーグル検索を用いて、インタ

ーネット上の、「チャイルドシートを前向き
に変える時期」に関する情報が上記提言や 
ガイドラインと一致しているか検討した。 
 
Google で以下の検索式を用いて 2017 年   

4 月 1日に検索し、検索結果の 1位から 50 位
までのウェブサイトの情報を抽出した。 
 
チャイルドシート AND（向き OR 前向き OR 
後ろ向き）AND（何歳 OR いつ） 
 
50 サイトのうち、同一サイトが 2 回提示 

された 2 サイト、助手席へのチャイルド  
シート装着時の向きに関する情報を示す  
4 サイト、チャイルドシートの 向きに関する
情報が掲載されていない 1 サイトを除外 
した 43 サイトの情報を分析対象とした。  
日本小児科学会の推奨（1 歳以上、かつ体重
が 10 ㎏以上）、あるいは米国小児科学会の 
推奨（2歳 以上、または体格がシートの規定

を超える）に合致しているもの、または一部  
でも正確な記載（できるだけ長く後ろ向きに
しておくほうが安全である）があるサイトの
数を集計した。 
 

４．研究成果 

対象となった43サイトのうち23 サイトは
いわゆる「まとめサイト」「質問サイト」  
「ウィキペディア」など、情報を提供する 
サイトであった。 8 サイトがチャイルド  
シートメーカーのサイト、5 サイトがネット
ショップサイト、4 サイトが個人管理のもの    
であった。政府、自動車メーカー、メディア
がそれぞれ 1サイトずつあった。 
日本小児科学会の推奨に一致した記載を

しているサイトは無かった。米国小児科学会
の推奨に合致したのは 3 サイトであった。  
「可能な限り後ろ向きがよい」という記載の
あったものが 5サイトであった。年齢（月齢）
ではなく体重が基準となる（成長には個人差
があるため体格を基準とする）という記載は
28 サイトにあり、月齢を基準としているが 
早い月齢（7-8 か月以降）を用いていたもの
が 5 サイトあり、1 歳前後としていたものが
2 サイト、「座れるようになったら」という 
ものが 2サイトあった。 
 
本調査により、インターネット上で検索 

上位に出現するサイトには、チャイルド  
シートを前向きに変える時期に関する正確
な日本語の情報がほとんど存在していない
ことが明らかとなった。最新のエビデンスに
基づく使用法を正確に伝えられるように、 
少なくとも 政府機関、チャイルドシート 
メーカー、自動車メーカーのサイトでは  
誤った情報を掲載しないようにする必要 
がある。 
日本ではチャイルドシート義務化から 

16 年、ガイドライン・母子健康手帳での  
啓発後 5 年、ISOFIX 導入後 4 年を経ても 
使用率、誤使用率は改善していない（警察庁
/JAF 合同調査 2016）。 
チャイルドシートを準備する妊婦用の  

動画教材は、①安心して視聴できる、②子ど
もの成長を見通して選べる、③年齢や体格に   
合った正しい使用法が理解できることが 
必要である。 
チャイルドシート着用指導に関わる  

関係機関が連携をとり教材開発を推進する
必要がある。 
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